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� はじめに

はじめに

　近年、資産形成の重要性についての認識が高まっています。2024年には
NISAの根本的拡充・恒久化が図られる等、制度面の見直しが進められている
ほか、金融経済教育への取り組みにもこれまで以上に力が入れられています。
　こうした中、金融機関においては、単に商品を売るのではなく、資産形成・
運用に関する顧客からの相談に適切に応じられる人材の強化が求められていま
す。そうした人材は、顧客一人ひとりのライフプラン上のゴールの設定を手助
けし、設定したゴールの実現に資するポートフォリオ提案をするための基礎を
身に付けていることが必要です。

　公益社団法人日本証券アナリスト協会では、こうした要請に応えるため、広
く普及しているFP資格（中級レベル）で得られる知識を補完するものとして、
「資産形成コンサルタント」資格試験をスタートすることとしました。

　本書は、「資産形成コンサルタント」資格の取得を目指す方のためのテキス
トです。
　第 1章では、顧客を知ることの重要性や、顧客本位の業務を行うために必要
な心構えについて学びます。第 2章では、顧客が思い描くゴールを実現するた
めの手法である、ゴールベース資産管理について学びます。第 3章では、資産
運用の基本的な枠組みとして、ポートフォリオの提案を含むアセット・アロケー
ションと、税制を含むアセット・ロケーションを学びます。金融機関によって
具体的な方法は異なりますが、第 1～ 3章で取り上げる顧客との対話の一連の
流れは、基本となるものとして、しっかりと身に付けたいものです。「資産形
成コンサルタント」資格の特徴的な学習項目でもありますので、実際の業務の
場面で応用できるよう十分に理解してください。
　その後の章では、様々な知識を学んでいきます。既に学習したことのある方
にとっては、知識の再整理として役立ててください。
　第 4章では、資本市場の仕組みや金融のインフラ、第 5章では、資産運用の
基本的な概念について取り上げ、第 6章では、投資対象とする企業の財務面の
特徴を把握する方法を学びます。
　第 7章、第 8章では、ポートフォリオ理論や資本資産評価モデルについて学
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びます。提案するプランのベースとなっている理論を学ぶことは、顧客に正し
い情報を、正しく理解してもらえるように伝えるために必要なことです。また、
理論を踏まえると個々の金融商品への理解が一段と深まります。具体的な提案
を話し合う際には、応用力となって役に立つことでしょう。
　第 9～12章では、株式、債券、外国証券、投資信託といった金融商品を取り
上げ、それぞれの特性を学んでいきます。さらに、オルタナティブ投資やESG
投資のような近年普及をみせている分野についても取り上げています。
　以上のように多くの事項をカバーしていますが、初学者が一から学習するこ
とができるよう、工夫をしています。金融機関にお勤めの方はもちろんですが、
これから金融機関への就職を目指す学生や自身のファイナンシャルプランを考
えている方等にも活用していただけるものになっていると思います。

　「資産形成コンサルタント」資格を取得することで資産形成・運用に関する
顧客対応能力は着実にレベルアップすることでしょう。もっとも、顧客のニー
ズは様々であって、このテキストで学んだ知識だけですべての相談に適切に応
じられるわけではありません。「資産形成コンサルタント」資格を取得された
方それぞれが、キャリアデザインに応じて必要な分野の学習をその後も続ける
ことが必要です。例えば、個人顧客への対応能力をさらに高めようとすれば、
不動産、遺産相続や保険の知識も深めなくてはいけません。

　本書を学んでポートフォリオ理論や資本資産評価モデルに関心を持たれた方に
は、「資産形成コンサルタント」資格に続けて、是非、当協会の認定アナリスト
（CMA）資格の取得にチャレンジしていただきたいと思います。また、当協会では、
オーナー経営者を顧客として想定したプライベートバンカー（PB）資格も提供して
います。ファミリーとビジネスの両面で顧客の課題を解決し、長期的な発展をサ
ポートするためのノウハウが習得できます。詳しくは、巻末の紹介をご覧ください。

　「資産形成コンサルタント」資格を取得された皆さんが、顧客一人ひとりの
ゴールの実現に向けて業務の場面で活躍されること、その後も学びを深めて一
層のステップアップを続けられることを期待しています。

2023年12月
公益社団法人日本証券アナリスト協会
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